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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年８月 27日
契約担当職
独立行政法人産業技術総合研究所
研究環境整備部部総括 塩釜 士郎

◎調達機関番号 544 ◎所在地番号 08

〇産総第 58号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 41

] 工事名 福島県再生可能エネルギー研究開
発拠点（仮称）整備事業 １式

^ 工事場所 福島県郡山市待池台２`２`９
_ 工事内容 本工事は福島県再生可能エネル
ギー研究開発拠点（仮称）の建設を行うもの
である。研究本館 プレキャストコンクリー
ト造 地上４階、建築面積2¶280fl延床面積
7¶037fl 別棟 鉄骨造 地上１階（一部２
階）、建築面積4¶437fl、延床面積4¶681fl、付
帯施設 排水処理棟、付属棟

` 工期 平成25年３月31日
a 使用する主要な資機材 コンクリート約
11¶450‚、鉄骨約730ｔ、鉄筋約1¶330ｔ、ガ
ラス（外装）約2¶500fl

b 本工事は、入札時にＶＥ提案として施工方
法等の技術提案を受け付け、価格と価格以外
の要素を総合的に評価して落札者を決定する
総合評価落札方式の工事である。

c 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。

２ 競争参加資格
\ 次に掲げる条件を満たしている単体又は当
該者により構成された特定建設工事共同企業
体（以下「特定共同企業体」という。）若しく
は異工種建設工事共同企業体（以下「異工種
共同企業体」という。）であること。
{ 独立行政法人産業技術総合研究所の契約
事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。

| 単体又は特定共同企業体の代表者は、独

立行政法人産業技術総合研究所の契約に係

る競争参加者資格審査事務取扱要領によ

り、「建築一式工事」の「Ａ」、「電気工事」

の「Ａ」及び「管工事」の「Ａ」の等級に

格付けされている者であって、同要領第15

条に基づいて算出された数値が「建築一式

工事」は1¶400以上、「電気工事」及び「管

工事」は1¶150以上であること。特定共同

企業体の代表者以外の構成員は、独立行政

法人産業技術総合研究所の契約に係る競争

参加者資格審査事務取扱要領により、「建築

一式工事」の「Ａ」の等級に格付けされて

いる者であって、同要領第15条に基づいて

算出された数値は1¶200以上であること。

異工種共同企業体の構成員は、独立行政法

人産業技術総合研究所の契約に係る競争参

加者資格審査事務取扱要領により、担当す

る工種別に「建築一式工事」の「Ａ」、「電

気工事」の「Ａ」又は「管工事」の「Ａ」

の等級に格付けされている者であって、同

要領第15条に基づいて算出された数値が

「建築一式工事」は1¶400以上、「電気工事」

及び「管工事」は1¶150以上であること。

なお、経済産業省において当該資格を有

する者は、同等級に格付けされているもの

とみなす。（会社更生法（平成14年法律第

154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成11年

法律第225号）に基づき再生手続開始の申

立てがなされている者については、手続開

始の決定後、同要領に基づき再格付けされ

ていること。）

} 会社更生法に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法に基づ

き再生手続開始の申立てがなされている者

（上記|の再格付けを受けた者は除く。）で

ないこと。

~ 特定共同企業体若しくは異工種共同企業

体（以下「共同企業体」という。）の構成員

の数は、２社又は３社とする。

� 共同企業体の構成員の最小出資比率は、
均等割の10分の６を下回らない範囲とする
こと。

� 共同企業体の代表者は、施工能力が最大
で、かつ、出資比率が構成員中最も高い者
とすること。

‚ 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

ƒ 本入札公告の日から開札の時までの期間
に産総研の契約に係る指名停止等の措置要
領に基づく指名停止を受けていないこと。

] 平成14年度以降に次の基準を満たす新営工
事において元請けとして施工した工事実績を
有すること。（共同企業体の構成員としての実
績は出資比率が20％以上のものに限る。）
{ 建築工事
１）単体、特定共同企業体の代表者又は異
工種共同企業体の構成員（建築一式工事）
ア 建物用途 同種施設 試験・研究施
設（いずれも人文科学系のものは除
く。） 複合用途施設 同種施設と認め
られる部分が「ウ」の延べ面積以上あ
る施設
イ 構造階数 プレキャストコンクリー
ト造又はプレストレストコンクリート
造地上４階建以上
ウ 建物規模 延べ面積4¶500fl以上
２）特定共同企業体の代表者以外の構成員
ア 建物用途 上記１)アに同じ
イ 構造階数 プレキャストコンクリー
ト造又はプレストレストコンクリート
造地上２階建以上
ウ 建物規模 延べ面積3¶000fl以上

| 電気設備工事
１）単体、特定共同企業体の代表者又は異
工種共同企業体の構成員（電気工事）
ア 建物用途、構造階数及び建物規模
{１)ア、イ及びウに同じ
イ 工事種目 受変電設備、中央監視制
御設備、自家発電設備、動力設備、電
灯設備及び火災報知設備

} 機械設備工事

１）単体、特定共同企業体の代表者又は異

工種共同企業体の構成員（管工事）

ア 建物用途、構造階数及び建物規模

{１)ア、イ及びウに同じ

イ 工事種目 空気調和設備（換気、自

動制御設備等含む）、給水設備、排水

設備及び消火設備

また、異工種共同企業体としての実績は、

協定書による分担工事の実績のみ工事実績と

して認める。

^ 過去にＣＡＳＢＥＥの第三者認証において

「Ｓ」評価を受けた建築一式工事を施工した

実績を有すること。

_ 単体又は共同企業体は、次に基準を満たす

主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任

で配置できること。

{ 建築工事

１）１級建築工事施工管理技士又はこれと

同等以上の資格を有する者であること。

２）平成14年度以降に、上記２]{の基準

を満たす新営工事において元請けとして

施工した工事経験を有すること。（共同企

業体の構成員としての実績は出資比率が

20％以上のものに限る。）

３）監理技術者にあっては、監理技術者資

格者証及び監理技術者講習修了証を有す

る者又はこれに準ずる者であること。

| 電気設備工事

１）１級電気工事施工管理技士又はこれと

同等以上の資格を有する者であること。

２）平成14年度以降に、上記２]|の基準

を満たす新営工事において元請けとして

施工した工事経験を有すること。（共同企

業体の構成員としての実績は出資比率が

20％以上のものに限る。）

３）監理技術者にあっては、上記{３)に

該当する者であること。

} 機械設備工事

１）１級管工事施工管理技士又はこれと同

等以上の資格を有する者であること。
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